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Globalization Strategies for Competitive Advantages in Distribution 
Industry-A Case study of Nitori

By Tzu-Yao Lee＊

＊ Graduate School of Japanese Marketing and Bussiness Strategies, National Taichung University of Science and Technology

Abstract
The research aims to clarify the distribution industry based on a case study of Nitori Company about its global strategies: (1) a company’s 

global strategic process (2) the relationship between competitive advantage and the global strategy.

The historical fact examination on the global strategy conducted by the Nitori presents that a company runs a Nitori-like specialist store 

begins with importing know-how from a business model in a developed country, and then enters a stage that buy in a stock of goods from 

international suppliers in order to produce its own products called PB, which also known as an exporting stage. As a result, it brings in an 

overseas distribution system, which leads to open the overseas stores in order to make the best use of the management know-how from 

domestic to overseas with a possibility to expand the enterprise to a larger scale. Therefore, it completes the strategic process in the 

business model in the globalization. 

It has been verified that many of the global strategies used by Nitori strongly indicate the relationship between competitive advantage and 

the global strategy.

KEYWORDS: Globalization Strategies, Competitive Advantage, Distribution Industry, Nitori, Retailing Industry
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要旨
1955年にインドネシアのバンドンで開催されたバンドン会議（アジア・アフリカ会議）は，第二次世界大戦直後の国際政治におい

て生じた東西冷戦に対応するために，アジア・アフリカ諸国が開催した国際会議である。この会議において，アジア・アフリカ諸国
は，アメリカを中心とする西側陣営，ソ連を中心とする東側陣営のどちらにも与せず，東西冷戦を緩和するための方策として，平和
十原則を提唱した。平和十原則は，1954年にインドと中国が，いわゆるチベット協定の前文で規定した平和共存五原則を敷衍したも
のである。本稿は，このバンドン会議をその歴史的背景も含めて考察した。
キーワード  :  バンドン会議，平和共存五原則，平和十原則，東西冷戦

研究ノート／ Research Note

1　はじめに

本年（2015 年）は，第二次世界大戦終結 70 年目であ
ると同時に，バンドン会議（第 1 回アジア・アフリカ会
議）から 60 年目にあたる。第二次世界大戦終結 70 年目に
際しては，例えば，わが国の安倍晋三首相の談話（2015
年 8 月），中国の反ファシズム戦争勝利 70 周年記念式典

（2015 年 9 月）など国際的な注目を集める行事が数多く
開催されている。しかしながら，バンドン会議について
は，さほど関心が払われていない。バンドン会議は，以
下，述べるように，第二次世界大戦後の世界秩序を考え
るうえで，極めて重要な諸課題を提示している。そして，
第二次世界大戦前の世界秩序は，欧米を中心として形成
されてきたが，第二次世界大戦後は，それまで欧米の従
属変数として位置づけられることが多かったアジア・ア
フリカが，主体的かつ積極的に世界秩序の形成とかかわ
りあうようになった。この一つの転機となるのが，バン
ドン会議である。

バンドン会議については，従来，例えば，岡倉古志郎
による一連の研究 1 がなされてはいるが，近年では，さ
ほど研究がなされていない。

そこで本稿では，従来，ややもすれば欧米中心に捉え
られることが多い近現代国際関係史を，バンドン会議を
基軸として，アジア・アフリカの側から捉え返すことを
試みたい。さらには，アジア・アフリカにおける（欧米
による）植民地化，民族独立運動，独立と脱植民地化と
いった流れを，欧米との関係性に着目しつつ，通時的に
考察することも試みたい。

2　アジア・アフリカの植民地化（18，19世紀の欧米
とアジア・アフリカ）

まずはじめに，バンドン会議にいたる国際関係史的な
流れ（歴史的経緯）を，欧米とアジア・アフリカとの関
係性に着目して，改めて整理しておきたい。

アジア・アフリカが欧米の植民地となった（植民地化
された）のは，18，19 世紀であったことは論を待たない。
当時，欧米では，国民国家を構成単位とする西欧国際体
系が成立していた。アジア・アフリカでは，欧米とは異
なる国際体系が存在していた。例えば，東アジアにおい
ては中国を中心とする東アジア国際体系，西アジアのイ
スラム圏ではイスラム国際体系が，それぞれ存在してい
た。国際体系に着目して，植民地化を捉えるのであれば，
欧米において成立していた西欧国際体系が，アジア・アフ
リカ独自の国際体系を自らの国際体系に包摂したことに
なる。西欧国際体系が世界を覆い尽くしたともいえよう。
西欧国際体系が全地球規模で拡大した（globalization）と
もいえる。アジア・アフリカの立場に立てば，自らの国
際体系が欧米によって破壊され，欧米を中心とした西欧
国際体系に呑み込まれたともいいうるのであった。

この過程を，欧米とアジア・アフリカとの関係性に着
目して整理すると，アジア・アフリカは，まず，欧米に
おける産業革命にとって必要な原材料・資源供給地とし
て位置づけられた。そして，第二に，アジア・アフリカ
は，産業革命によって生産された産品（製品）の消費地
としても位置付けられたのである。すなわち，アジア・
アフリカのこの二つの側面（原材料・資源供給地と，産
品（製品）の消費地）は，相互補完的な関係にあるので
あって，ここに欧米とアジア・アフリカとの関係性が認
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められるのである。

3　アジア・アフリカにおけるナショナリズム（19，
20世紀の欧米とアジア・アフリカ）

アジア・アフリカは，18，19 世紀に，主として欧米諸
国によって植民地化され，欧米における産業革命にとっ
て必要な原材料・資源供給地であるとともに，欧米にお
ける産業革命によって生産された産品（製品）の消費地
として位置づけられるようになった。ただし，だからと
いって，アジア・アフリカが欧米よりも常に劣位に置か
れていたとは必ずしも言い切れない。というのは，確か
に当初，欧米は，アジア・アフリカを植民地として直接
支配していたが，その支配領域が拡大するとともに，植
民地行政官を育成する必要性が増大し，欧米のみによっ
て植民地行政官をまかなうことが困難になり，アジア・
アフリカにおける富裕層（エリート層）を植民地行政官
として自らの植民地統治に取り入れる必要性が生じたの
であった。

例えば，インドはイギリスの植民地統治を受けてい
たが，インド現地の植民地行政は，インド総督（副王）
をトップに，本国イギリスから派遣された定員 1200 名
弱の高級官僚集団であるインド高等文官（Indian Civil 
Service: ICS）がにない，現地のインド人下級官僚や現地
人エリート層の協力と補佐を受けた 2。ベンガル［地方］
出身の［スーバス・］チャンドラ・ボースは 1920 年の
ICS 試験に 4 番で合格したが，研修後の乗馬試験で落と
された。彼は大英帝国に仕える ICS から一転して反英独
立運動に身を投じ，30 年代のインド国民会議派の有力指
導者の一人となった。彼は ICS の二次試験で落とされた
のに，これが ICS をそでにして民族独立運動に身をささ
げたという伝説を作り出し，雄弁とあいまってネタジー

［ヒンディー語の発音に即した表記では，「ネータージー」
である］（指導者の意味）人気を生み出した 3。また，マ
ハートマー・ガーンディー，ジャワハルラール・ネルー，
モハンマド・アリー・ジンナーといったのちの独立運動
の指導者たちは，宗主国であるイギリスで教育を受け，
主に弁護士としてイギリスで生計を営んでいた。また，
イギリスもインドの富裕層（エリート層）をイギリス本
国に留学させ，イギリス支配に役立つ教育をおこなって，
インドにおいて自らの統治に役立つ人材を養成する政策
をとった。

イギリスによるインドの植民地支配という点におい
て，こうした状況をインドの側から見ると，インドの民衆
は，イギリスの植民地支配に協力する支配者層と，イギ
リスによる植民地支配を受ける被支配者層の二つに二極
分化していったということができる。だからこそ，1885

年に，インド人のダーダーバーイー・ナオロジーとイギ
リス人のアラン・オクタビアン・ヒュームは，共同で，
ボンベイにおいて，インド知識人層の不満を吸収しつ
つ，インド人の政治参加を漸次拡大するための体制補完
的，穏健的な団体としてインド国民会議（Indian National 
Congress）を設立するに至ったのであった。このインド
国民会議は，当初，インドの独立を求めることはなく，
イギリスによる植民地統治の枠内で，インド人の自治を
拡大することを指向していた。

すなわち，インドの場合，イギリス植民地支配の初期
において，インド人の富裕層は，その一部に限定されて
はいたが，（自ら自覚していたかどうかはともかく）支配
者であるイギリスに留学し，イギリスで教育を受け，イ
ギリス支配に協力していたのであるから，インドはイギ
リスによって一方的に支配され，抑圧され，弾圧されて
いたとは言い切れない。インドは，イギリスによって利
用されたと同時に，イギリスを利用してもいたのである。
ここにおいても，インドとイギリスとの間に，一方的で
はない関係性を観て取ることができる。さらに，これは
後に述べることになるが，独立後の指導者は，独立前に
おいて，一時的にせよ植民地支配者の側に立っていたこ
とがあることが多く，その場合，独立前の政治的枠組み
をそのまま継承することが多かった。

このことは，インドに限定されたことではない。一例
をあげると，ベネディクト・アンダーソンは，配電盤

（switchboards）と宮殿（palaces）という例えを用いて，
次のように述べている。

革命に成功した指導者はまた，旧国家の配線 --- ときに
は，役人，情報提供者をふくめて，しかし，常に，ファ
イル，関係書類，公文書，法律，財務記録，人口統計，
地図，条約，通信，覚書その他 --- を相続する。まえの所
有者が逃げだしてしまった大邸宅の複雑な配電システム
のように，国家は，新しい所有者がスイッチを入れ，ふ
たたびあのまえとかわらぬ輝かしい自己をとりもどすこ
とを望んでいるのだ。

したがって，革命的指導部が，意識的あるいは無意識
的に，領主の振る舞いをするようになったとしても，あ
まり驚くにはあたらない 4。

わたしがここで指導部を強調するのは，古い配電盤と
宮殿を相続するのが指導部であって，人民ではないから
である。広範な中国人民大衆が，カンボジアとヴェトナム
の植民地境界線沿いでなにが起こるかと気をもんでいる
とは，だれも想像しないだろう，あるいはまた，クメー
ル人とヴェトナム人の農民が，両人民のあいだの戦争を
望んだとか，これについて相談を受けたとかいうことも
ありえない。これらの戦争は，まさに文字通りの意味で，
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「書記局の戦争」であり，民衆のナショナリズムは，事後
的に，そしてつねに自己防衛の言語で，動員されたので
ある 5。

このように，欧米とアジア・アフリカとの関係は，欧
米によるアジア・アフリカの植民地支配，すなわち搾取
する・搾取されるという関係のみならず，植民地支配を
受けていた側も，欧米への留学や植民地行政官としての
採用（就職）という形で，欧米を利用するという関係で
もあった。

4　二つの世界大戦と民族自決（20世紀の欧米とアジ
ア・アフリカ）

第一次世界大戦，大戦間期，第二次世界大戦を契機と
して，欧米とアジア・アフリカとの関係に大きな変化が
生じた。欧米に起源をもつナショナリズム（民族自決）
思想が，アジア・アフリカに流入したのである。

例えば，インドの場合，［第一次世界大戦の］開戦と
ともに，イギリスは目的遂行のためにインドの人的・物
的な資源の全面的な活用方針を打ちだし，インド側，と
くにインド国民会議派も，この要請に応じる姿勢をとっ
た。
［インド国民会議派］スーラト大会［1907 年］以後，つ

まり民族派政治家が追われたのちの会議派を指導してい
たのは，［ゴーパール・クリシュナ・］ゴーカレーに代表
されるようなイギリスの勝利をインドの勝利とする側近
派政治家であった。1914 年 12 月，マドラースで開かれ
た会議派年次大会では，インドの藩王の国民にあてたイ
ギリス国王のメッセージへの感謝決議がなされ，つづい
てインド総督に対しては，“英帝国の権利と正義と大義”
を擁護するために，ともに戦う機会をインドに与えられ
たことに感謝の意があらわされた。一方，1893 年以来南
アフリカにあり，在留インド人のための弁護士活動と人
権擁護活動に従事してきたモーハンダース＝カラムチャ
ンド = ガンディーは，開戦直後，たまたまロンドンにい
たが，やはり前述の観点から，戦争協力の意向を明らか
にした。1915 年にインドに帰国したのちも，ガンディー
の協力態度には変化がなかった 6。

しかしながら，第一次世界大戦が終結すると，イギリス
にしてみれば，戦争に勝利した喜びにひたることができ
たにしても，協力者インドの立場はそれとは異なるもの
であった。戦争協力の代償としてインドの民衆がえたも
のは，日常生活の破壊と政治活動への弾圧にほかならな
かった。民衆の怒りは限界点に向かい，自治要求運動は
にわかに高揚するにいたった。7 のである。さらに，［イ
ギリス支配に対する］抵抗運動の新しい局面をつくりだ

した条件として，広範な労働運動と農民運動の組織的な
発展が指摘されよう 8。

そして，1939 年 9 月，第二次世界大戦が勃発すると，
インド総督［ビクター・ホープ・］リンリスゴーは声明
を発表し，インドも参戦国とされた。第一次［世界］大
戦のときと同様に，ふたたび植民地インドは宗主国イギ
リスと運命を分かつことが当然のこととされた 9。

そして，インド総督がインド側と協議することなく戦
争状態宣言を行ったことによって，会議派はインドがイ
ギリスの付属物にすぎない存在であるという現実を再確
認した。そして［1939 年］ 9 月 14 日，［国民会議派の
最高意思決定機関である］会議派運営委員会は，ファシ
ズムを弾劾し，ドイツ侵略の犠牲とされている人々に同
情の意を表するとともに，イギリスがインドを対等に遇
しない限り，会議派はイギリスの戦争を支持できないと
いう趣旨の決議を採択した。つまり，会議派の側にして
みれば，イギリスは戦争目的が自由と民主主義を守ると
ころにありと公言しながら，その自由と民主主義がイン
ドでは否定されているとする現実認識をもたざるをえな
かった 10。

このように，イギリスとの関係について，会議派は，
第一次世界大戦の際には，協力する姿勢を鮮明にしてい
たが，第二次世界大戦の際には，非協力という方針を打
ちだしたのである。この政策転換の背景にあるのは，イ
ンドの民族主義者たちが，欧米で身につけたナショナリ
ズムの思想であった。また，ロシア革命の成功によって，
社会主義・共産主義の思想もインドの民族主義者たちに
大きな影響を与えた。ナショナリズムの思想は，インド
で自然発生的に芽生えたのではなく，その根源は，欧米
にあった。ここにおいても，欧米とインドとの間で，関
係性を見出すことができる。

そして，こうした状況は，インドに限定されず，アジ
ア・アフリカで広く見受けられたのであった。

５　第二次世界大戦の終結とアジア・アフリカの独立
（20世紀の欧米とアジア・アフリカ）

ところで，第二次世界大戦は，欧米とアジア・アフリ
カとの関係のみならず，アジア・アフリカ相互の関係に
も大きな影響を与えた。

たとえば，インドネシアの場合，オランダは，1602 年，
ジャワに東インド会社を設置し，1799 年からインドネシ
アを植民地として直接支配していた。1942 年になると，
日本がインドネシアからオランダを放逐し，インドネシ
アは，1945 年の第二次世界大戦の終結まで日本の占領下
に置かれた。1945 年には，日本の敗北に伴い，インドネ
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シアは再びオランダの植民地統治下に置かれた。しかし
ながら，インドネシアのスカルノやモハマッド・ハッタ
に代表される民族主義者たちは，オランダの復帰を認め
ず，オランダとの間で独立闘争を展開したのであった。
最終的に，1949 年にインドネシアとオランダは，ハーグ
協定を締結し，インドネシアはオランダから独立した。
スカルノは，日本軍政に協力してはいたが，その目的は，
日本によるインドネシア占領・支配に積極的に賛成して
いたからではなく，インドネシアのオランダから独立に
たいする支援を日本から取り付けるためであった。すな
わち，民族主義者たちは，日本を利用して，植民地支配
者オランダをインドネシアから放逐し，独立を成し遂げ
ることを意図したのであった。国によっては，たとえば，
ビルマのように，日本の占領・支配に協力するという口
実で，日本の支援を得て，独立後に備えた（無論，日本
には真の目的は明らかにしないで）国軍を組織するもの
もあった。

日本は，言うまでもなく，アジアの一部であるから，
アジア（・アフリカ）相互の関係にも，第二次世界大戦
は大きな影響を与えたのである。そして，第二次世界大
戦後，アジア・アフリカの多くは，欧米の植民地支配か
ら脱し，独立を達成した。すなわち，アジア・アフリカ
は，植民地という欧米への従属的地位から脱し，経済的
には欧米よりも立ち遅れてはいたけれども政治的には欧
米と対等な地位を獲得したのであった。

他方，第二次世界大戦後，欧米においても相互の関係に
大きな変化が生まれた。東西冷戦である。無論，東西冷戦
が始まる以前の欧米が一枚岩となって一つにまとまって
いたわけではない。しかしながら，アメリカでは，1946
年に反共封じ込め政策の嚆矢ともいうべきジョージ・ケ
ナンのいわゆる長文電報が政権内部で検討され，1947 年
にはトルーマン・ドクトリンとマーシャルプランが発表
された。他方，ソ連・東欧では，1947 年にコミンフォル
ムが結成され，1948 年にチェコスロバキアで政変が起き
共産党政権が樹立される等，次第にアメリカとの対決姿
勢をあらわにする政策が採られるようになった。

欧米において，東西二つの世界に分裂する決定的な転
機となったのは，1949 年の東西両ドイツの成立である。
アメリカを中心とする資本主義諸国は西ドイツを，ソ連
を中心とする社会主義・共産主義諸国は東ドイツを，そ
れぞれ支援し，アメリカとソ連を中核とする西側陣営と
東側陣営の対立が先鋭化した。

欧米における東西対立は，1949 年以降，漸次アジア・
アフリカにも波及していった。

中国大陸では，1945 年に日本が第二次世界大戦で敗北
して以来，中国共産党と中国国民党による内戦（国共内

戦）が行われていたが，1949 年に中国共産党は北京を首
都として中華人民共和国を樹立した。中国国民党は，中
華民国を中国大陸の南京から台湾の台北へと転じた。ソ
連を中心とする東側陣営は，中華人民共和国を，アメリ
カを中心とする西側陣営は，中華民国をそれぞれ支援し
た。

朝鮮半島では，1945 年に日本が第二次世界大戦で敗北
し同半島から撤退して以来，北緯 38 度線以北にソ連の
支援を受けた朝鮮民主主義人民共和国が，同線以南にア
メリカの支援を受けた大韓民国が，それぞれ成立してい
た。ところが，1950 年に朝鮮民主主義人民共和国が朝鮮
半島の統一を名目に大韓民国に攻め入り，朝鮮戦争が勃
発した。ソ連，そして後に中国（中華人民共和国）が朝
鮮民主主義人民共和国を，アメリカが大韓民国を，それ
ぞれ支援したことから，朝鮮戦争は，東西陣営間が対立
する場と化した。

フランス領インドシナでは，日本の敗北と撤退後，か
つての支配国であるフランスが植民地支配を目的として
復帰していたが，フランス領インドシナの独立を目指す
ベトナム共産党とフランスとの間で内戦ともいいうる状
況（第一次インドシナ戦争）が生じた。結局のところ，第
一次インドシナ戦争は，ベトナム共産党の勝利に終わっ
たものの，東南アジアへの共産主義勢力の拡大を恐れた
アメリカは，1954 年のジュネーブ協定（第一次インドシ
ナ戦争を終結させるための条約）によって，北緯 17 度
以南のフランス領インドシナに，ベトナム共和国（南ベ
トナム）を成立させた。同線以北のフランス領インドシ
ナには，ベトナム共産党を中核とするベトナム民主共和
国（北ベトナム）が成立した。ソ連を中心とした東側陣
営は，北ベトナムを支援した。こうして，西側陣営が支
援する南ベトナム対東側陣営が支援する北ベトナムとい
う対立図式が成立し，ベトナムが東西対立の舞台となっ
た。

こうして，結局のところ，当初は欧米に限定されてい
た東西対立が，アジア・アフリカにも波及したのである。
第二次世界大戦後，欧米による植民地支配を脱したアジ
ア・アフリカは，再び欧米中心の国際秩序（東西冷戦）
に巻き込まれたのであった。

そして，アジア・アフリカは，東西冷戦とどう向き合
うのか，ひいては，欧米とどのように関わりあい（関係
性）を持つのかについて検討する必要に迫られた。アジ
ア・アフリカは，第二次世界大戦前において欧米の植民
地支配を受け，欧米の従属的地位に置かれ，第二次世界
大戦終結後は植民地支配から脱したものの，東西冷戦構
造に組み込まれたことから，自ら主体的に欧米との関係
を構築する必要があった。こうした状況下で，アジア・
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アフリカが生み出した新しい関係性が，非同盟であった。

6　非同盟の萌芽（1954 年の平和共存五原則の提唱）

第二次世界大戦後，東西冷戦がアジア・アフリカに波
及する国際関係において，アジア・アフリカが欧米との
新しい関係性を模索する中，まず初めに動き始めたのは，
中国（中華人民共和国）とインドであった。すなわち，
中国は，国共内戦と朝鮮戦争によって東側陣営に組み込
まれてはいたものの，アメリカを中心とする西側陣営と
も何らかの関係を持たなければ，第二次世界大戦後の国
際安全保障の枠組みとして機能し始めていた国際連合へ
の加盟が不可能であった。他方，インドは，イギリスか
らの独立を達成してはいたものの，東西冷戦構造とは一
線を画す国際秩序を模索していた。中国とインドは，チ
ベットを介して国境 11 を接しており，1950 年に中国がチ
ベットに人民解放軍を進駐させて以来，チベットを経由
する陸上ルートでの国境貿易について，両国間で何らか
の取決めを結ぶ実務上の必要性に迫られてもいた。

中国とインドは，1953 年から国境貿易についての取決
めについて協議を開始し，1954 年に合意に達した。この
合意の正式名称は，「中国チベット地区とインドとの間
の貿易及び交通に関するインド共和国と中華人民共和国
との間の協定」で，チベット協定とも呼ばれる。この協
定は，国境貿易，具体的には，陸上ルートでの国境貿易
が通過するべき通商拠点を規定していたが，協定の前文
で，東西両陣営が平和的に共存するために遵守するべき
国際規範，つまり，平和共存五原則を定めていた。すな
わち，領土主権の相互尊重，相互不可侵，相互内政不干
渉，平等互恵，平和共存の五つの原則である。平和共存
五原則は，当初，アジア・アフリカが東西冷戦や欧米と
いかにして関わりあうのかについての規範として提唱さ
れたものではなく，あくまでも，中国とインド二国間の
関係を規律する基本原則として定められていた。しかし
ながら，チベット協定が締結された 1954 年には，おりし
もジュネーブ協定が締結され，朝鮮戦争と第一次インド
シナ戦争が終結したこともあり，この原則は，アジア・
アフリカが，東西冷戦や欧米とどのように関わりあうの
か，さらには，東西両陣営が武力衝突をすることなく共
存するためにはいかなる規範によるのか，といった国際
社会が直面する喫緊の課題に対する，いわば処方箋とも
いうべき役割を果たしたのである。そして，平和共存五
原則を大原則とし，東西両陣営どちらにも与せず，積極
的に東西両陣営間の緊張緩和に資することを旨とする非
同盟運動が，アジア・アフリカを中心に展開するように
なった。

かくして，当初，チベット協定は，中国とインドとい
う二国間の陸上ルートでの国境貿易について，実務上の
取決めを目的としていた。平和共存五原則は，この協定
の前文で規定されたにすぎなかった。しかしながら，平
和共存五原則は，その時代背景もあって，中国とインド
二国間関係を規定する原則から，東西冷戦構造に対応す
るアジア・アフリカが目指すべき原則へと受容され，非
同盟運動の指針として定着していった。

そして，アジア・アフリカは，平和共存五原則を基軸
とする新しい国際関係のあり方を，欧米とは一線を画し
た形で，明確に打ち出す国際会議を開催するにいたるの
であった。この国際会議が，アジア・アフリカ会議であ
る。

7　アジア・アフリカ会議（バンドン会議）（平和共存
五原則から平和十原則へ）

1954 年 4 月から 5 月にかけて，セイロンの首都コロン
ボで，インド，パキスタン，セイロン，インドネシア，
ビルマの各首相が，首脳会談を行った。主要な議題は，
１）アジア・アフリカ各国間の協力，相互利益，友好の
推進，２）代表各国関係および社会・政治・文化問題の
検討，３）国家の主権，民族問題，植民地主義などの，
アジア・アフリカ諸国にとって特に重要な諸問題の検討，
４）現代における，世界，特にアジア・アフリカの諸国
民の地位と，世界平和の推進のために可能である貢献の
検討であった 12。すなわち，東西冷戦構造に代表される
欧米を中心とする国際秩序に，アジア・アフリカが主体
的に関わりを持つこと，言い換えると，東西冷戦構造を
アジア・アフリカの側から捉え返すことをこの会議は目
的としていたのである。

そして，翌 1955 年 4 月，インドネシアのバンドンで，
アジア・アフリカ会議が開催された。この会議には，ア
ジア・アフリカの 29 か国 13 が政府代表団を派遣し，第
二次世界大戦後，アジア・アフリカで開かれた国際会議
としては参加国数の点で，最大の規模であった。

会議の結果，反帝国主義，反植民地主義，民族自決の
諸原則に基づき，平和十原則を確認した。平和十原則は，
先の平和五原則を敷衍したもので，次の十か条からなっ
ている。 1 ）基本的人権と国連憲章の趣旨，原則を確認
すること。 2 ）すべての国の主権と領土保全を尊重する
こと。 3 ）すべての人類の平等と国の平等を尊重するこ
と。 4 ）国連憲章に基づく個別的，集団的自衛権を尊重
すること 14。 5 ）内政に干渉しないこと。 6 ）大国の特
定の利益のために集団的自衛権を行使せず，他国に圧力
を加えないこと。 7 ）侵略または武力による威嚇もしく
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は武力の行使によって他国の領土保全や政治的独立を脅
かさないこと。 8 ）国際紛争の平和的解決を目指すこと。
9 ）相互利益と相互協力を推進すること。10）正義と国
際的な義務を尊重すること。

これらの平和十原則は，アジア・アフリカが欧米との
関係を築き上げるうえでの理念を謳いあげたものである
が，具体的な内容を細かく見ると，ある種のあいまいさ
ともいうべき点を看取することができよう。たとえば，
基本的人権の趣旨，原則を確認するとされるが，基本的
人権とは何であるかについて，明確な定義がなされてい
ない。1948 年に世界人権宣言が国連総会で採択されて
はいたものの，基本的人権に自由権のみならず社会権を
含めるかどうかについて，国連加盟国間で意見が分かれ
ていた。結局，1946 年に設置された国連人権委員会は，
1954 年に自由権と社会権を二つに分けて，自由権規約 15

と社会権規約 16 の草案を起草し，国連総会で審議が行わ
れ，最終的に 1966 年に国連総会でこれら二つの規約 17 が
採択された。すなわち，アジア・アフリカ会議が開催さ
れたのは，国連において，これら二つの規約が審議され
ているさなかであった。

とはいえ，これらの平和十原則から，アジア・アフリ
カが欧米と平等・対等な立場で関係を築くことを意図し
ていたことがわかる。さらに，アジア・アフリカの国々
が個別的に政策を打ち出したのではなく，主体的に集団
で共通の政策を策定したことにも意義がある。具体的に
は，アメリカを中心とする西側世界，ソ連を中心とする
東側世界と並ぶ，第三世界として国際関係を主体的に構
成する要素としてアジア・アフリカがその立ち位置を明
確化したのであった。

8　東西冷戦に巻き込まれるアジア・アフリカ

このように，アジア・アフリカは，欧米と自律的な関係
を築く主体，すなわち第三世界として自らを規定しつつ，
国際関係における自らの立ち位置を明確化した。理念と
しては，アメリカを中心とする西側世界，ソ連を中心と
する東側世界と並ぶ第三世界として自己規定しつつ，東
西両陣営から距離を置くというより，むしろ積極的に東
西対立に関与して，緊張緩和に資することを自己の使命
としたのであった。

ところが実際には，東西対立に関与して緊張緩和に資
するどころか，アジア・アフリカの域内の問題が，東西
対立と結びつき，結局のところ，東西対立に巻き込まれ
てしまったのである。例えば，1962 年のキューバ危機
は，もともとは，キューバに核ミサイル基地を建設する

ソ連対これを阻止したいアメリカという対立構図であっ
て，ソ連とアメリカの問題であった。しかしながら，核
ミサイル基地の建設予定地がキューバであったことか
ら，キューバがソ連とアメリカの問題に巻き込まれてし
まった。キューバ危機に先立って，キューバは社会主義
国となっていた 18 が，キューバ危機後，ソ連への接近を
強め，結局のところ，東側陣営の一員となった。

ベトナムでは，1965 年から 1973 年 19 にかけて南北ベト
ナムを直接的な当事者としてベトナム戦争が行われた。
しかし，北ベトナムをソ連が，南ベトナムをアメリカが
直接支援したため，ベトナムを舞台として，ソ連とアメ
リカが，いわば代理戦争ともいうべき紛争を展開したの
であった。最終的に，ベトナム戦争は，1976 年のベトナ
ム社会主義共和国の成立をもって終結したが，このベト
ナム社会主義共和国は東側の一員を自認し，実際，東側
もそのように扱ったことから，ベトナムにおける第三世
界は，東側世界へと変貌を遂げざるを得なかった。とり
わけ，南北ベトナムは，バンドン会議の参加国であった
ことから，ベトナム戦争は，第三世界が東西両陣営と伍
することの困難さを示すことになった。

さらに，1979 年には，アフガニスタンで政変が起き，
社会主義政権が成立した。新たに成立した社会主義政権
が，ソ連に軍事援助を求め，ソ連はこれに応じて，アフ
ガニスタンに軍を派遣した。この社会主義政権に反対す
る勢力は，政権側とゲリラ戦を展開し，アメリカに軍事
援助を求め，アメリカはこれに応じた。こうして，アフ
ガニスタンを舞台に，東西両陣営は対立を深めたのであ
る。

こうして，アジア・アフリカは，第三世界として自己を
規定し，東西両陣営の対立を緩和させることを目標とし
ていた。しかし，結局のところ，実際には，第三世界内
部での対立に東西両陣営が深く関与したり，第三世界を
舞台として東西両陣営が対立を深めたりすることによっ
て，アジア・アフリカは，東西冷戦に巻き込まれたので
ある。

9　冷戦終結とアジア・アフリカ

1989 年，東西冷戦が終結した。冷戦期，アジア・アフ
リカは第三世界を標榜するものの，結局のところ，東西
冷戦に巻き込まれてしまった。アジア・アフリカの第三
世界は，東西両陣営の対立を緩和することを標榜してい
たが，逆に，自らが東西対立の舞台となったり，あるい
は，アジア・アフリカ相互間での紛争が生じ，その理念
が実現することはなかった。
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しかし，だからといって，アジア・アフリカが目指し
た理念が無意味であったわけではない。

冷戦終結後，アメリカと旧ソ連（ロシア）が直接干戈
を交える可能性は極めて低くなり，冷戦期に比べると核
戦争が勃発する危険性も低下した。だが，経済的側面に
着目すると，欧米先進諸国とアジア・アフリカ諸国との
間で，経済的な格差が拡大するようになった。いわゆる
グローバリゼーションの影響である。

こうした状況に対応するため，アジア・アフリカは，
2005 年 4 月にバンドン会議 50 周年首脳会議をインドネ
シアのバンドンで開催した。この会議で，アジア・アフ
リカは，欧米先進諸国が主導する経済のグローバリゼー
ションに対抗しながら，新しいアジア・アフリカの戦略
的な連帯を模索した。ただし，会議の文言の上で「戦略
的な連帯」を謳いあげてはいたものの，アジア・アフリ
カが共同して，各国の実際の政策に反映させることは，
困難を極めた。アジア・アフリカと言っても一枚岩では
なく，国によって政治，経済，社会といった点で相違点
が極めて大きいからである。

2015 年 4 月には，アジア・アフリカは，バンドン会議
60 周年首脳会議を開催した。この首脳会議では，2005
年に開催されたバンドン会議 50 周年記念首脳会議の成
果と意義を再確認した。しかしながら，謳いあげた理念
は 1955 年のバンドン会議の系譜をひくものであったが，
実際に各国の政策に反映されたかというと，やはり国に
よって政治，経済，社会といった点で隔たりが大きく，
アジア・アフリカ共通の政策を打ち出すには至らなかっ
た。

このように，冷戦終結によって，アジア・アフリカが
当初意図していた，国際関係の緊張緩和は成し遂げられ
たが，それは，アジア・アフリカの働きかけによるもの
ではなく，東側世界の中心であるソ連邦の解体によるも
のであった。グローバリゼーションの進展によって，欧
米とアジア・アフリカとの経済的な格差は拡大の一途を
たどった。こうした新しい状況に対応するべく，アジ
ア・アフリカは，2005 年と 2015 年にそれぞれバンドン
会議 50 周年と 60 周年を記念する国際会議を開催したの
であった。

10　小括

以上の議論を踏まえ，今日的視座からアジア・アフリ
カ会議を振り返り，同時に，アジア・アフリカから見た
近現代の国際関係史を俯瞰すると，その特質として次の
諸点を指摘できよう。

まず第一は，国際関係史を通底する「関係性」である。
すなわち，アジア・アフリカにとって，植民地期であれ，
民族独立運動期であれ，独立後であれ，欧米との関係性
を前提として，民族独立運動や非同盟運動が展開されて
きた。アジア・アフリカは，政治的，経済的，（社会主義
や共産主義といった）イデオロギー的にみて，決して内
に閉ざされておらず，常に，欧米との関係性を前提とし
て，歴史を歩んできた。

第二に，植民地期における民衆の分断と，独立後にお
ける権威主義的でありなおかつ腐敗が蔓延する政治体制
の成立との連関性である。この二つは，一見無関係であ
る。しかし，植民地期において，被支配者の一部が支配
者となったため，アジア・アフリカの民衆は，支配者と
被支配者という形で二つに分断されたのである。そして，
民衆のうちで植民地期に支配者となったものの多くは，
独立後においても支配者であり続けた。植民地期に見ら
れた民衆の日常生活と統治権力（支配する外国権力とそ
れへの現地の「協力者」たちの権力）の乖離という状況
は，独立後も統治者の政治的権力行使の過程における民
衆への責任意識の不足，公私の区別の欠如につながり，
政治的腐敗が蔓延する素地となった 20。

そして第三に，第二次世界大戦後，アジア・アフリカ
は，第三世界を標榜して，東西対立を緩和することを理
念としていたが，結局のところ，自らが東西対立の舞台
となったり，あるいは，アジア・アフリカ相互で対立が
生まれ，この対立に東西両陣営が介入するなどして，東
西冷戦に巻き込まれてしまった。冷戦終結後，アジア・
アフリカは，グローバリゼーションに対抗するべく新し
いアジア・アフリカの戦略的な連帯を模索したが，理念
上はともかく，実際の政策面で独自性を打ち出すことは
できなかった。

さらに，冷戦後についていえば，アジア・アフリカ相
互間（国際関係的側面）のみならず，国内（内政的側面）
における政治的対立，特に，少数民族問題やエスニック
問題に，どのように対応するかが問われているものの，
アジア・アフリカは，いまだ有効な解決策を打ち出せず
にいる。少数民族問題は，アジア・アフリカに限定され
た問題ではなく，欧米においても存在する。欧米に先ん
じてアジア・アフリカが，その有効な対応策を提示でき
るかどうか，かつて平和共存五原則や平和十原則を謳い
あげたアジア・アフリカの底力ともいうべき真価が問わ
れている。
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Historical Retrospect of Bandung Conference (1955)

By Mitsuaki MIZUNO
Meijo Asian Research Center, Meijo University
Faculty of Letters, Tsuru University

Abstract
In 1955, Bandung Conference (the first Asia-Africa Conference) was held in Bandung, Indonesia.  After the end of World War II, in order to face 

Cold War, the Asian and African countries gathered to discuss how to handle new international situation.  At this conference, Asian and African 

countries confirmed the ten principles of peaceful co-existence and decided not to join either the United States Block, the Western Block or the 

Soviet Block, the Eastern Block.  These principles have its origin in the five principles of peaceful co-existence in Sino-Indian Agreement in 

1954.  This article reviews this conference historically.

KEY WORDS  :   Bandung Conference, five principles of peaceful co-existence, ten principles of peaceful co-existence, cold war
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Although recent statistics suggest the situation may be 

improving slightly, one of the most pronounced effects of 

Japan’s economic stagnation since the early 1990’s has 

been the lack of employment opportunities for non-elite 

high school graduates, especially males.

During Japan’s period of high economic growth from 

the 1950’s to 1980’s, Japan’s then internationally praised 

school-work system was able to place the majority of high 

school graduates in full-time employment.  Following 

the bursting of the economic bubble in the early 1990’s, 

the country’s non-elite youth suffered disproportionally 

from unemployment compared with older workers. High 

school leavers found themselves “lost in transition” from 

school to work and subsequently forced into temporary, 

poorly paid employment as arubaito with little chance of 

finding meaningful full time work. Many of them simply 

gave up looking in the labor market and became NEETs 

(young people neither in education nor employment).

Brinton, a professor of sociology at Harvard University, 

began her research at Japanese public high schools in 

the mid-1990’s. Her findings on youth unemployment 

raise further questions about an emerging income divide 

in Japanese society (kakusa shakai) and the rise of a 

class of “working poor” (wakingu pua). Indeed the inabil-

ity of non-elite high school graduates to find stable, well-

paid careers may be one reason for the fall in Japan’s 

birth rate, as many of those “lost in transition” are unable 

to marry and start a family due to their economic situa-

tion.

The opening chapter of the book charts the way, prior 

to the downturn in the 1990’s, that school administrators 

paved the transition of students from high school to what 

the author refers to as a ba – which she translates in to 

English as “social location.” The ideal new social location 

was with a company offering both training in a skill and a 

full-time position. This new ba would be “the organization 

that would turn them into full-fledged members of [Japa-

nese] society.”

The abrupt breakdown of this passage from school 

to established employment caused by the recession of 

the 1990’s lead first to a media focus on the supposedly 

new lifestyle choices of the young as furita and “parasite 

singles.” This stereotyping masked the fact that it was a 

“lost decade” of recession and employment restructuring 

that was the cause of these societal changes rather than 

a youthful disregard for social norms.

Adopting a statistical approach with reference to the 

USA and other OECD countries, Brinton shows that 

youth unemployment hit Japan harder than many other 

countries from the 1990’s until the first decade of the 21st 

century, especially in comparison to the low unemploy-

ment rates of Japanese youth before the 1990’s. Male 

full-time, middle-aged workers in Japan fared much bet-

ter in the same period, with low paid, part-time work being 

the fate for many young people and women during the 

period of economic stagnation.

Further chapters detail the historical roots of Japanese 

school-work institutions in the period of high economic 

growth and their subsequent unraveling during the reces-

sion, which has meant that young high school leavers 

are “now having to develop new types of skills in order to 

navigate in the labor market.”

The author goes on to relate the new mobility tech-

niques that young people are now forced to rely on to find 

steady work in Japan following the break-down of the old 

reliance on their schools securing positions for them with 

local companies. These new narratives include help from 

parents, friends, the Internet and work mates encoun-

tered in the higher number of part-time jobs many of them 

have to do before they eventually, if they are fortunate, 

find a full-time position that they wish to continue in. In-

creased self-reliance and initiative on the part of recent 

Lost in Transition: Youth, Work, And Instability in Postindustrial Japan

Mary C. Brinton
Cambridge (2011)  
ISBN: 978-0521126607
203 pages

Author: Philip BEECH
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high school graduates have replaced the old connections 

that had been forged between schools and local compa-

nies.

The final chapter analyses the effects of the breaking 

of the previous social contract whereby even graduates 

of non-elite high schools could expect to join the work-

force and eventually forge a middle class lifestyle for 

themselves and their families. This rupture of a previous 

social norm was the trade-off to ensure the continued 

secure employment of “middle-aged breadwinners.” Now 

the future is much bleaker for non-elite youth in Japanese 

society but the author ends on a note of optimism. She 

writes that more and more Japanese young people are 

“learning how to maintain a sense of identity and self-

respect as they move across workplaces.” Indeed she 

concludes the young remain “Japan’s future hope.”
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